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◆ 令和元年度決算に基づく「健全化判断比率」及び「資金不足比率」について、監査委員の審査を経

て、府議会９月定例会に報告しました。 

 

◆ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、「確

定値」として公表しています。 

 

健 全 化 判 断 比 率 

 

◆ 早期健全化基準：自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準 

→ 財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等 

◆ 財政再生基準 ：国の関与による確実な再生が必要な水準 

→ 財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等 

 

 

公営企業の資金不足比率 

 

◆ 経営健全化基準：自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準 

→ 経営健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等  

-
［ - ］

-
［ - ］

15.3
［ 16.8 ］

164.3
［ 173.8 ］

3525

早期健全化基準 財政再生基準

（％） （％）

5

15

400

（％）

本府の数値

3.75

8.75

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

－
［ － ］

－
［ － ］

－
［ － ］

－
［ － ］

－
［ － ］

※［ ］は、昨年度の数値。

（％）

経営健全化基準

（％）

本府の数値

資金不足比率

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

箕面北部丘陵整備事業特別会計

大阪府流域下水道事業 会計

20

令和元年度決算に基づく健全化判断比率等について（確定値） 



 - 9 - 
 

○一般会計

○特別会計：１２会計
  日本万国博覧会記念公園事業特別会計
  就農支援資金等特別会計
  大阪府営住宅事業特別会計
  関西国際空港関連事業特別会計
  不動産調達特別会計
  市町村施設整備資金特別会計
  公債管理特別会計
  地方消費税清算特別会計
  母子父子寡婦福祉資金特別会計
  中小企業振興資金特別会計
  沿岸漁業改善資金特別会計
  林業改善資金特別会計

公営事業会計 ○国民健康保険特別会計

○地方公営企業法適用：３会計
  大阪府中央卸売市場事業会計
  大阪府流域下水道事業会計
  大阪府まちづくり促進事業会計

○地方公営企業法非適用：２会計
  港湾整備事業特別会計
  箕面北部丘陵整備事業特別会計

※公営企業ごとに算定

○関西広域連合

○地方三公社
  大阪府土地開発公社
  大阪府住宅供給公社
  大阪府道路公社

○地方独立行政法人
  公立大学法人大阪
  大阪府立病院機構
  大阪健康安全基盤研究所
  大阪産業技術研究所
  大阪府立環境農林水産総合研究所
○第３セクター等
  (公財)大阪府育英会
  (公財)大阪産業局   等

※名称は令和2年3月31日時点のもの

地方公社・
第３セクター等

地
方
公
共
団
体

  一般会計

  特別会計

公営企業
会計

一部事務組合・広域連合

実
質
赤
字
比
率

一般会計等

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率

財政健全化法の概要 

 
（指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比率の算定対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
●指標の整備と情報開示の徹底 
  
・ フロー指標 
実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債

費比率 

・ ストック指標 
将来負担比率＝公社・三セク等を含めた実質

的負債による指標 

→監査委員の審査に付し議会に報告し公表 

健 全 段 階 

  
●自主的な改善努力による財政健全化 
  
・ 財政健全化計画の策定（議会の議決）、外部
監査の要求の義務付け 

  
・ 実施状況を毎年度議会に報告し公表 
  

・ 早期健全化が著しく困難と認められるとき
は、総務大臣又は知事が必要な勧告 

財政の早期健全化 

公営企業の経営の健全化 

  
●国等の関与による確実な再生 
  
・ 財政再生計画の策定（議会の議決）、外部
監査の要求の義務付け 

 
・ 財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意
を求めることができる 

 【同意無】 
・ 災害復旧事業等を除き、地方債の起債
を制限 

 【同意有】 
・ 収入不足額を振り替えるため、償還   
年限が計画期間内である地方債（再   
生振替特例債）の起債可 

 
・ 財政運営が計画に適合しないと認められる
場合等においては、予算の変更等を勧告 

財政の再生 

 

〔
健
全
財
政
〕 

〔
財
政
悪
化
〕 
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比 率 の 算 定 内 訳 
 

実質赤字比率 該当なし 
 

 
【趣旨】 一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

【基準】 早期健全化基準 ３．７５％  財政再生基準 ５％ 
 
 
 
 

・ 一般会計等の実質赤字額 ： 「一般会計」及び「一般会計等に属する特別会計」における実質赤字の額 

・ 実質赤字の額 ＝ 繰上充用額 ＋（支払繰延額 ＋ 事業繰越額） 

・ 標準財政規模の額 ： 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示す額 
（府税、地方譲与税、普通交付税、臨時財政対策債及び地方特例交付金等の収入見込みの合算額）  

 
 

（注） 

 

（単位：百万円）

2,481,123 2,439,588 41,535 12,686 28,848

［ 2,463,099 ] ［ 2,447,739 ] ［ 15,360 ] ［ 10,433 ] ［ 4,927 ]

2,593 2,388 206 28 177

［ 3,962 ] ［ 3,962 ] ［ 1 ] ［ 0 ] ［ 1 ]

47 9 37 37 0

［ 55 ] ［ 13 ] ［ 42 ] ［ 42 ] ［ 0 ]

104,372 100,649 3,723 3,330 393

［ 121,486 ] ［ 115,635 ] ［ 5,851 ] ［ 5,622 ] ［ 229 ]

19,212 19,212 0 0 0

［ 17,212 ] ［ 17,212 ] ［ 0 ] ［ 0 ] ［ 0 ]

4,727 4,649 78 0 78

［ 5,937 ] ［ 5,860 ] ［ 78 ] ［ 0 ] ［ 78 ]

11,519 11,519 1 0 1

［ 12,020 ] ［ 12,020 ] ［ 1 ] ［ 0 ] ［ 1 ]

940,291 939,573 717 0 717

［ 972,677 ] ［ 972,047 ] ［ 630 ] ［ 0 ] ［ 630 ]

766,521 760,055 6,466 0 6,466

［ 804,232 ] ［ 804,232 ] ［ 0 ] ［ 0 ] ［ 0 ]

- - - - -

［ 5,253 ] ［ 5,253 ] ［ 0 ] ［ 0 ] ［ 0 ]

1,537 700 837 837 0

［ 1,592 ] ［ 638 ] ［ 954 ] ［ 954 ] ［ 0 ]

5,164 3,105 2,059 2,059 0

［ 4,840 ] ［ 2,783 ] ［ 2,056 ] ［ 2,056 ] ［ 0 ]

147 15 132 132 0

［ 128 ] ［ 4 ] ［ 125 ] ［ 125 ] ［ 0 ]

79 0 78 78 0

［ 78 ] ［ 0 ] ［ 77 ] ［ 77 ] ［ 0 ]

4,337,330 4,281,462 55,869 19,188 36,681

［ 4,412,571 ] ［ 4,387,397 ] ［ 25,174 ] ［ 19,308 ] ［ 5,866 ]

1,577,599

[ 1,569,476 ]

-

[ - ]

合    計（分子）

標準財政規模（分母）
（臨時財政対策債発行可能額含む）

実質赤字比率（％）

中 小 企 業 振 興 資 金 特 別 会 計

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 特 別 会 計

林 業 改 善 資 金 特 別 会 計

就 農 支 援 資 金 等 特 別 会 計一

般

会

計

等

に

属

す

る

特

別

会

計

一

般

会

計

等

大 阪 府 営 住 宅 事 業 特 別 会 計

関西国際空港関連事業特別会計

不 動 産 調 達 特 別 会 計

市 町 村 施 設 整備 資 金 特 別 会 計

公 債 管 理 特 別 会 計

証 紙 収 入 金 整 理 特 別 会 計

母子父子寡婦福祉資金特別会計

地 方 消 費 税 清 算 特 別 会 計

会計名

(1)

歳入総額

一 般 会 計

日本万国博覧会記念公園事業特別会計

実質収支額

(5)=(3)-(4)

歳出総額

(2)

歳入歳出
差引額

(3)=(1)-(2)

翌年度に繰り
越すべき財源

(4)

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模の額 

「一般会計」及び「一般会計等に属する特別会計」の実質収支は、いずれも黒字（あるいは 

収支均衡）になったため、「実質赤字比率」は、該当なし。 
 
【参考】大阪府における早期健全化・財政再生基準の該当ライン 

＜早期健全化＞ ▲５９２億円   ＜財政再生＞ ▲７８９億円 

１．［ ］は、昨年度の数値。 
２．証紙収入金整理特別会計は平成30年度末をもって廃止。 
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連結実質赤字比率 該当なし 

 

【趣旨】 全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率 

【基準】 早期健全化基準 ８．７５％  財政再生基準 １５％ 

 

 

 

 

・連結実質赤字額 ： 「一般会計等」における実質赤字の額及び「公営企業会計」における資金の不足額 

 

（注） 

 

 

 

  

（単位：百万円）

36,681

［ 5,866 ]

122

［ 7,376 ]

1,780

［ 1,472 ]

1,753

［ 574 ]

17,069

［ 15,697 ]

0

［ 0 ]

0

［ 0 ]

57,405

［ 30,985 ]

1,577,599

［ 1,569,476 ]

-

［ - ]

会計名

公

営

企

業

会

計

公

営

事

業

会

計

実質収支額・資金収支額

大阪府流域下水道事業会計

連結実質赤字比率（％）

一般会計等

国民健康保険特別会計

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

港湾整備事業特別会計

箕面北部丘陵整備事業特別会計

合    計（分子）

標準財政規模（分母）
（臨時財政対策債発行可能額含む）

法
適
用

法
非
適
用

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模の額 

１．［ ］は、昨年度の数値。 

２．「法適用」とは、地方公営企業法を適用している公営企業会計である。 

「一般会計等」の実質収支は黒字となり、公営企業会計においても、いずれも実質黒字と 

なったため、「連結実質赤字比率」は該当なし。 
 
【参考】大阪府における早期健全化・財政再生基準の該当ライン 

＜早期健全化＞▲１，３８０億円   ＜財政再生＞▲２，３６６億円 
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実質公債費比率 １５.３％  
 

 

【趣旨】 一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

【基準】 早期健全化基準 ２５％  財政再生基準 ３５％ 

※ 実質公債費比率が１８％以上となった場合、地方債を発行するには総務大臣の許可が必要となる。 

 

②「準元利償還金」の内容 

・ 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合の１年あたりの 

元金償還金相当額 

・ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと 

認められるもの 

・ 一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの 

・ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

 

 
 

 

 

  

（単位：百万円）

合 計（分子）①＋②－③－④

15.3

1,345,166 1,353,905 1,362,059

17.7 14.8 13.4

1,555,791 1,569,476 1,577,599

29,311

210,625 215,571 215,541

238,985 201,644 183,606

53,423 31,181

平成 29年度

262,598 204,022 183,090

240,435 244,373 245,368準元利償還金

実質公債費比率（％）
（３か年の平均）

平成 30年度 令和元年度

① 地方債の元利償還金

②

③
特定財源
（元利償還金・準元利償還金に充てられるもの）

④
元利償還金･準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額

合 計（分母）⑤－④

実質公債費比率（％）
（単年度）

⑤
標準財政規模
（臨時財政対策債発行可能額含む）

項目

実質公債費比率 ＝ 

（① 地方債の元利償還金＋②準元利償還金）－ 

（③ 特定財源＋④元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） の３か年 
平均 ⑤標準財政規模－ 

（④ 元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

実質公債費比率（平成２９～令和元年度平均）は、前年度（平成２８～３０年度平均）から 

１.５ポイント改善し、１５.３％となった。 

これは、今回平均の対象となる元年度の単年度比率（１３.４％）が、今回平均の対象外とな 

る２８年度（１８.０％）と比べ、４.６ポイント改善したため。 
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将来負担比率 １６４.３％  

 
【趣旨】 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

【基準】 早期健全化基準 ４００％  財政再生基準 なし 

 

（注） 

（単位：百万円）

5,799,160

［ 5,822,938 ]

37,463

［ 44,150 ]

・中央卸売市場事業 446

137,961 ・流域下水道事業 125,179

［ 154,899 ] ・港湾整備事業 1,159

・箕面北部丘陵整備事業 11,177

14

［ 12 ]

363,802

［ 375,596 ]

・道路公社 －

24,550 ・土地開発公社 －

［ 26,268 ] ・地方独立行政法人 6,836

・第三セクター等 17,714

・減債基金 614,072

852,702 ・財政調整基金 156,195

［ 756,037 ] ・その他の基金 82,435

368,168

［ 386,205 ]

2,903,039
［ 2,928,071 ]

2,239,040

［ 2,353,550 ]

1,577,599

［ 1,569,476 ]

215,541

［ 215,571 ]

1,362,059

［ 1,353,905 ]

164.3

［ 173.8 ]

・関西広域連合 14

地方債の償還等に充当可能な

基金残高
キ 一般会計への貸付分を除いた充当可能残高

退職手当支給予定額のうち一

般会計等負担見込額

設立法人の負債の額等に係る

一般会計等負担見込額

エ

過去に発行した地方債の現在高に普通交付税の算入割合を乗

じて算定した見込額

項目

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常

的一般財源の規模を示す額

当年度の算入額

地方債の償還等に要する経費

として基準財政需要額に算入
されることが見込まれる額

標準財政規模の額（臨時財政

対策債発行可能額含む）

元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額

算定の考え方

オ

地方債の償還等に充当可能な

特定の収入

コ

ク

職員全員が年度末に自己都合退職すると仮定した場合に支給

すべき退職手当の額のうち、一般会計等負担見込額

・道路公社の負債額から計画上の収支見込額等を控除した額

・土地開発公社の負債額から府や国が買い取りを予定してい

 る土地等の資産を控除した額

・府が設立した地方独立行政法人の負債額

・第三セクターや住宅供給公社等が金融機関等から貸付を受

 ける際に、府が金融機関等との間で締結する損失補償契約

 に係る債務負担行為について、法人の経営状況等を勘案し

 て算定した負担見込額

・公営住宅使用料

合 計（分子）ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ－（キ＋ク＋ケ）

ケ

293,231
地方債を財源とする貸付金の償還金や、公営住宅の使用料な

どの収入の実績により算定した充当見込額

将来負担比率（％）

合 計（分母）コ－サ

サ

カ

組合等の地方債の元金償還に

充てるための負担等見込額
加入する組合等の地方債の現在高のうち本府負担見込額

ウ

イ
債務負担行為に基づく支出予

定額
・依頼土地の買い戻し

 に係るもの
8,760

一般会計等以外の会計に係る
地方債の元金償還に充てるた

めの繰出見込額

地方債を財源とできる経費（公共用地の取得費等）に係る支

出予定額で、支出額が確定しているもの

・宅地造成事業以外

 過去３ケ年の繰出実績に応じ、企業債現在高を按分して

 算定（前年度に元金償還がない会計は、地方債繰入計画

 額又は一般会計からの繰出基準額のいずれか大きい額を

 採用）

・宅地造成事業

 販売用土地を時価評価の上、債務超過部分について将来

 負担に算入

ア
一般会計等に係る地方債の現

在高

算定値 備考

・一般会計 5,357,461満期一括償還分を含む地方債の現在高

 

 

 

 

 

 

将来負担比率 ＝ 

（将来負担額） 

ア 一般会計等に係る地方債の現在高 ＋ 

イ 債務負担行為に基づく支出予定額 ＋ 

ウ 一般会計等以外の会計に係る地方債の元金償還に充てるための繰出見込額 ＋ 

エ 組合等の地方債の元金償還に充てるための負担等見込額 ＋ 

オ 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額 ＋ 

カ 設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額  

－ (キ 地方債の償還等に充当可能な基金残高 ＋ 

ク 地方債の償還等に充当可能な特定の収入 ＋ 

ケ 地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額） 

（充当可能財源等） 

（標準財政規模） 

（算入公債費等） 

コ 標準財政規模の額 －  

サ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

将来負担比率は、前年度（１７３.８％）より９.５ポイント改善し、１６４.３％となった。 

これは、地方債の現在高の減や、減債基金などの地方債の償還等に充当可能な基金残高の増などにより 

分子が改善するとともに、標準財政規模の増などに伴い分母も改善したことによるもの。 
 
将来負担額（ｱ+ｲ+ｳ+ｴ+ｵ+ｶ）（６兆３,６３０億円） － 充当可能財源等（ｷ+ｸ+ｹ）（４兆１,２３９億円） 

 ＝ １６４.３％ 
標準財政規模（ｺ）（１兆５,７７６億円）－ 算入公債費等（ｻ）（２,１５５億円） 

［ ］は、昨年度の数値。 
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資金不足比率（公営企業ごと） 該当なし 

 

【趣旨】 公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率 

【基準】 経営健全化基準 ２０％  財政再生基準 なし 

 

 

 

 
○ 資金の不足額 

法適用企業 ＝ （流動負債 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした企業債現在高 
－ 流動資産）－ 解消可能資金不足額 

法非適用企業 ＝ （歳出額 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした企業債現在高 
－ 歳入額）－ 解消可能資金不足額 

 
※ 解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後の一定期間構造的に生じる資金の不足額がある場合において、 

資金の不足額から控除する一定の額。 
※ 宅地造成事業を行う公営企業については、販売用土地に係る流動資産の算定等に関する特例がある。 

 
○ 事業の規模 

法適用企業 ＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額 
法非適用企業 ＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 

 
※ 営業収益の額から受託工事収益の額を控除した額がゼロとなる場合には、営業収益の額の部分を経常収益の額にする。 
※ 宅地造成事業を行う公営企業については、「事業経営のための財源規模」（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額。 

 

（注） ［ ］は、昨年度の数値。 

 
参考：地方公営企業の経営状況（令和元年度決算）について   

 
（注） 

 

 

（単位：百万円）

- -

［ - ] ［ - ]

- -

［ - ] ［ - ]

- -

［ - ] ［ - ]

- -

［ - ] ［ - ]

- -

［ - ] ［ - ]

会計名 資金不足額
資金不足比率

（％）

法
適
用

法
非
適
用

大阪府中央卸売 市場 事業 会計

大阪府まちづくり促進事業会計

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

箕面北部丘陵整備事業特別会計

大 阪 府 流 域 下 水 道 事 業 会 計

（単位：百万円）

746 621 1,780 955 1,780

［ 718 ] ［ 721 ] ［ 1,472 ] ［ 1,043 ] ［ 1,472 ]

61,412 62,805 1,753 172,423 1,753

［ 60,979 ] ［ 67,074 ] ［ 574 ] ［ 176,908 ] ［ 574 ]

4,190 4,570 17,069 101,920 17,069

［ 12,714 ] ［ 16,828 ] ［ 15,697 ] ［ 104,090 ] ［ 15,697 ]

16,122 15,596 491 20,060 0

［ 11,930 ] ［ 10,142 ] ［ 1,702 ] ［ 23,079 ] ［ 0 ]

2,700 2,330 369 12,019 0

［ 16,959 ] ［ 16,530 ] ［ 396 ] ［ 12,142 ] ［ 0 ]

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

箕 面 北 部 丘 陵 整 備 事 業 特 別 会 計

会計名

公

営

企

業

会

計

法
適
用

大 阪 府 中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計

大 阪 府 ま ち づ く り 促 進 事 業 会 計

大 阪 府 流 域 下 水 道 事 業 会 計

健全化法上の
資金剰余額

（実質収支）

資 金 剰 余 額 ／ 不 足 額

（ 実 質 収 支 ）
企業債現在高

（実質収支）

（歳入）

（歳入）

（歳出）

（歳出）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

法
非
適
用

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額 

事業の規模 

１．［ ］は、昨年度の数値。 

２．法非適用企業は、「総収益」「総費用」「資金剰余額／不足額（実質収支）」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示。 

３．宅地造成事業を行う公営企業については、企業債現在高が資金剰余額を上回る場合、比率算定上の資金剰余額はゼロとなる。 

 

いずれの公営企業会計も資金不足は生じておらず、「資金不足比率」は該当なし。 


